
講演記録

｢確かな学力」を育成する方法としての

小中一貫教育の可能性
一義務教育の質保証の志向と

その実質化に資する授業・カリキュラムの実践一
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Ｉはじめに

本稿のⅡからⅣまでは、平成2７（２０１５）年１１月１０日に兵庫

県神戸市立港島小学校、港島中学校（以下、港島小・中学校と

一括して総称・表記する。この他の場合でも、小学校と中学校

が同名であれば、いきなり同様の仕方で対処する)、通称・小中

一貫教育推進校港島学園（平成2８（2016）年度から義務教育学

校港島学園に正式改称）で、「『学力向上」を目指した小中一貫教

育の推進」をテーマに掲げて開催された平成27年度神戸市教育

委員会指定小中一貫教育推進指定校研究発表会（いわゆる研究公

開、公開研究会に相当する恒例のイベント）の全体会での筆者の

講演「｢確かな学力」を育成する方法としての小中一貫教育の可

能性」の草稿であり、またその際に、参加者全員に対して配布さ

れた資料と同一のものである（ただし明らかな誤字を修正し、章

の番号を変更した)。これを本誌に投稿し、受理・掲載していた

だくに当たっては、形式・体裁をそれなりに整えることを意図し

て、ＩとＶを書き下ろし、それぞれを相応の場所に挿入するとと

もに、趣旨を一層明確なものとするために、新たに副題を付した。

それでも内容的に見れば、もともとの成り立ちからして必然的に、

講師の口頭による、その場での補足説明を前提としたものである

ことから、本論部分での論述が、十分に意を尽くしたとは言い難

いものに終わっている感は否めない。注記の指示に従って、対応

する筆者の別稿（と本誌前号所収の拙稿（')）や関連する著作物

等を適宜参照することで、論理の飛躍を埋め合わせ、情報不足を

八
五



補っていただくよう切に希望する次第である。

なお講演当日はもちろんのこと、その前後に渡って、神戸市教

育委員会事務局／神戸市総合教育センター主任指導員の三田耕一

郎先生、港島小学校長の三善公文先生、同中学校長の西園友秀先

生（所属と職階は､平成27年度当時のもの）をはじめ､多くの方々

には大変お世話になり、また行き届いたご配慮をいただいた。こ

の場を借りて、厚くお礼申し上げるとともに、引き続きのご指導

をぜひともお願いしたい
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Ⅱ推進の必要性

１仮説的基本類型

小中一貫教育推進の必要性(理由)は､次の四つに分けられる(2)。

表導入目的の論理構成

背景
（将来
予測を
含む）

目的

八
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少子化対応型 学力底上げ型 重点目標等追求型 保護者ﾆｰｽﾞ対応型

背景
(将来
予測を
含む）

児童・生徒
数が減少傾向
にあり、（過）
小規模校が出
現している。

小学校の学習
内容を十分に修
得しないまま中
学生になってい

る子どもがいる．

現代的諸課
題に対応す
る教育実践が
求められてい
る ○

主に中学校
進学段階にお
いて学校選択
可能状況が生
じている。

目的

学習集団の
規模や教員配
置等を適正化
する ○

児童・生徒
に基礎学力を
保障する。

教育実践の
研究開発を組
織的に行う。

積極的に選
択される（信
頼される）学
校をつくる。

方法

同一中学校
区内に位置す
る小・中学校
間の連携を深
める ○

接続期を中
心に、小・中
学校の教員が
連携し、相互
に乗り入れ授
業等を行う。

９年間を見
通したカリ

キュラム開発

や教育方法の
工夫等を行
つ ○

専門性の高
い（質の高
い）授業の実
現等、学習指
導の充実を図
る 11

副次
効果

○財政面で
の節約と効率
化

○地域．
ミュニティの

活性化

○教員の指
導力向上
○児童・生
徒の生徒指導
上の効果

○教員の指
導力向上
○児童・生

徒の生徒指導
上の効果
○地域．

ミュニティの

活性化

○教員の指
導力向上
○児童・生

徒の生徒指導
上の効果
○地域．
ミュニティの

活性化



以上の４類型は、あくまでも理念型モデルとして設定したもの

であり、普及の実情には必ずしも即していない。また実際には、

一つの類型を基本としながらも､他の類型を要素として合わせ(含

み）持っているケースが一般的であり、したがって純粋型という

のは見出し難い。

２少子化への対応

港島小・中学校の取り組みは、まずは、そもそも上掲の分類表

のどこに位置づくのか、すなわちどの型に該当するのか。この問

いにlil答するためには、平成2６（２０１４）年８月２９曰付の神戸新

聞に掲載された記事「｢小中一貫」ポーアイで進化神戸･港島小・

中学校」が、有力な手がかりになる。そこでは、次のように述べ

られている。

両校は1980年、ポーアイの完成に合わせて開校した島内

唯一の公立小・中で、777人（今年５月現在）の児竜・生徒

が通う。９１年度には港島小の児童数が約1800人で日本一に

なるなど規模を誇ったが、少子化などで急速に減り、魅力あ

る学校づくりを地域ぐるみで進めていた。

結びつきを強めやすい「ｌ中ｌ小」の利点と近接する立地

から、市教委が今年４月、市内唯一の一貫教育モデル校に指

定し、「港島学園」が本格的に始動。

これに依拠する限りにおいて、港島小・中学校の小中一貫教育

が、教育行政（教育委員会）レベルの着想段階、或いは地域社会

との合意に基づく計画段階では、「少子化対応」を推進の根本理

由としていることがわかる。

３学力向上への貢献

しかし学校現場レベル、すなわち実践段階に目を移すと、そこ

では、小中一貫教育推進の理由が、例えば学習・生活集団の規模

や教員数の確保という基盤的な環境条件の整備のため、というよ

りもむしろ、上述した研究（発表会の）テーマからも伺い知るこ

とができるように、児童・生徒の学力向上（保障を含む）に資す

るため、換言すれば、子どもに「確かな学力」を育むため、と考

えられている。実際に平成27年度の時点で、港島小・中学校では、
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｢小中一貫教育ならでは」の学習指導実践として、とりわけ「小

学部における教科担任制｣、国語と算数・数学における小・中学

校教員相互の「乗り入れ授業｣、小学校段階からの英語教育の三

つの方策が、様々な形で混ざり合いながら、積極的に導入・実施

されている(3)。
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Ⅲ基礎学力の保障

１「Ｆに手厚い」という大原則

平成2０（2008）年版学習指導要領は、平成1０（1998）年版

学習指導要領と同様に、基礎的・基本的な知識・技能の確実な習

得、すなわちすべての児童・生徒に基礎学力（その後の学習の基

礎となるミニマム・スタンダードとしての学力）を保障すること

を求めている。しかし実際には、小学校の学習内容を十分に身に

つけることなく、中学生になっている子どもが存在する。その数

は、決して少なくないものと推測される。

では、このような事態に対して、小中一貫教育には何ができる

のか。その方途は、小中一貫教育が、義務教育改革の取り組みで

ある以上、水準確保の観点から、低学力者へのはたらきかけを優

先して構想されるべきである。

２「学力底上げ型」の実践

連携型小中一貫教育に取り組んでいる宮崎県小林市立西小林中

学校区（幸ケ丘小学校、西小林小・中学校）では、５～７（中学

１）年生の算数・数学の授業で、習熟度別少人数指導が行われて

いる（平成２１（2009）年度）(4)。

指導の方法は、算数科において中学校より数学担当教諭が

小学校に出向き第６学年を３分割し、担任・中学校教諭・加

配教員担当の３つのコースで指導にあたる。また、第７学年八
八 小学校よし中学校に出向き同様の方法で指導Ｉ

あたる（下線は引用者による。以下同じ)。

同様に、港島小・中学校においてもまた、５～７年生の算数・

数学の授業で､習熟度別少人数授業が行われている（平成27年度）
（５）
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５．６年生の算数の授業に、中学部教員が指導にあたる

(年間70時間)。

「
確
か
な
学
力
」
を
育
成
す
る
方
法
と
し
て
の
小
中
一
貫
教
育
の
可
能
性
（
助
川
）

7年生の数学の授業に、小学部の教員が指導にあたる●

○

下線部分は、小学校から中学校へと教員が乗り入れて、低学力

の７年生を指導するという注目すべき実践を含んでいる。西小林

中学校区と港島小・中学校では、小・中学校（異校種）間連携、

とりわけ接続段階でのそれにかかわる仕組み、或いはシステムを

整備することで、独自の学習支援・サポート体制を構築し、小・

中学校間の垣根、或いは（ややきつい言い方をすれば）壁を越え

た「補充的な学習」の機会を実質的・安定的に提供しているので

あり、このとき小中一貫教育は、中学校での勉強について行けて

いない低学力の子どもにとって､セーフティーネット（学び直し）

の機能を果たしている(6)。

３学力分布の改善

上述した西小林中学校区の実践は、「学力テストにおいて全国

平均以上の学力を目指す」（７）ものである。港島小・中学校にし

ても、明言されていないという点では、確かに同様の目標は設定

されていないものの、それでも平均点アップがめざされていない

とは考えにくい。しかしいずれにせよ、目標に準拠した評価（い

わゆる絶対評価）の立場（指導要録）からすれば、平均点よりも

むしろ、求められる学力水準と集団内の学力（得点）分布にこそ

注目すべきである。分布の類型としては、下位層が多い状態、二

極化した状態、中間層が多い状態、上位層が多い状態の四つが考

えられる(8)。このうち問題視すべきは、前二者であり、次の手

順に従った改善が必要である(9)。

第一段階：学力実態の把握…上位層、中間層、下位層に分ける。

第二段階：「下」から「中」への移動…下位層を減らし、中間

層を増やす。

第三段階：通過率の向上…設定通過基準をクリアする子どもを

増やす。

第四段階:｢中」から「上｣への移動…可能な限り上位層を増やす。

そして西小林中学校区と港島小･中学校では､児童･生徒の算数.
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数学の習熟度（個々の学力実態）が的確に把握されており、それ

に応じた学習集団編成と少人数指導・授業が行われている。実践

者の側が、どの程度自覚的であるかは別にして、学力分布の改善

に向けた動きが、すでに始まっているとみなし得る。
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Ⅳ活用型学力の育成

１学習指導要領の学力観と学習指導観

中央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び

特別支援学校の学習指導要領等の改善について」（平成２０年，月）

では、基礎的．基本的な知識・技能の習得を確実にし、それを活

用して思考力・判断力・表現力等の育成を図り、さらには主体的

に探究する態度まで形成することが求められており、学習指導上

の取り組みとしては、言語活動の充実が推奨されている。

このような基本方向は、そのまま平成20年版学習指導要領に

反映されている。「小学校学習指導要領解説総則編」（平成２０

年８月）によれば、「基礎的・基本的な知識．技能を確実に習得

させること、これらを活用して課題を解決するために必要な思考

力、判断力、表現力その他の能力をはぐくむことの双方が重要で

あり、これらのバランスを重視する必要がある｣。「このため、各

教科において基礎的・基本的な知識．技能の習得を重視するとと

もに、観察・実験やレポートの作成、論述など知識．技能の活用

を図る学習活動を充実すること、さらに総合的な学習の時間を中

心として行われる、教科等の枠を超えた横断的．総合的な課題に

ついて各教科等で習得した知識・技能を相互に関連付けながら解

決するといった探究活動の質的な充実を図ることなどにより思考

力・判断力・表現力等を育成することとしている」（１０)。

すなわち平成20年版学習指導要領は、活用型学力の育成をめ

ざしている，これは、ＰISA型学力と換言することが可能であり、

今日的な意味での読解力に他ならない(u)。

２カリキュラム・アーテイキユレーシヨン(１２)の実践

活用型学力の育成をめざす取り組みは、小111一貫教育を標袴す

る全国の自治体や学校においても行われている。そこでは、小．
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中学校間の接続に留意して、カリキュラムを新たに開発・実践し

ているケースが見られる（'3)。

（１）想像力・思考力・表現力

東京都品川区の「品111区小中一貫教育要領（改正版)」（平成

2２（２０１０）年５月）は、「総則」と各教科の「学習指導指針」

で構成されている。このうちの後者「国語科」作成の「基本方針」

として、次の四つが挙げられている。

【基本方針１】９年間を、「第１学年及び第２学年｣、「第３

学年及び第４学年｣、「第５学年､第６学年及び第７学年｣、「第

８学年及び第９学年」のまとまりに分け、指導事項の重複を

減らし重点化するなど再編成し、発達段階を踏まえ、指導の

系統化をより一層図ること。

【基本方針２】想像力・思考力の根幹をなす理解語彙・表

現語彙を拡充するために、９年間の系統を考え、漢字を覚え

るべき時期を早め、覚えるべき漢字を増やし、さらに指導時

数を増やすなど漢字指導の徹底を継続すること。

【基本方針３】豊かな情緒・想像力をはぐくむために、授

業時間内に読書活動の時間を確保し、読書活動そのものを効

果的に体験させる指導（週１回程度）から読書活動を動機付

ける単元指導（学期１回程度）まで系統的に位置付け､児童・

生徒の読書習,慣を形成すること。

【基本方針４】思考力を高め、論理的言語技術を身に付け、

社会生活に必要な相手・目的・場面に応じた表現力を育成す

るために、論理的な文章を読むことや論理的に表現すること

の指導を重視すること（'4)。

（２）数学的思考・論理的判断力

広島県呉市立五番町小学校、二河小･中学校（現在の呉中央小・

中学校、通称・小中一貫教育校呉中央学園）は、第１学年から第

４学年までを「前期｣､第５学年から第７学年までを「中期｣､第８.

９学年を「後期」ととらえる４．３．２学年（発達）区分に基づ

いて、９年間のカリキュラムを構想・提案している。そして下図

は、算数･数学の指導の枠組みをイメージ化したものである。「具
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体から抽象への思考の橋わたし」をすべき中期の指導の重要性が

指摘されており、また各期における指導のポイントとして、「繰

り返し｣、「課題学習｣、「思考を深める場」の「設定」が挙げられ
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（
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ている（'5)．

図算数・数学の指導の枠組み

－数学的思考・論理的判断力をつけるために－

数学的思考･論理的判断力

後期
第9学年

第8学年 蕊

抽
象
的
な
思
考

抽
象
的

中期
第7学年

第6学年

第5学年

蕊
課題学習により；

具体から抽象への

思考の橘わたし

前期
第4学年

第3学年

第2学年

第1学年

基礎･基本

（３）主張力

大阪教育大学附属平野小・中学校（大阪府大阪市）

、「資料リテラシー」の育成がめざされている。昂

九 大阪教育大学附属平野小・中学校（大阪府大阪市）の社会科で

は、「資料リテラシー」の育成がめざされている。その一つの側

面として、「主張力」が挙げられている。それに関する７年間の

指導の系統は、次の通りである。

小学校第３．４学年（基盤形成期カリキュラム）



.「～によると」等、資料を引用し、根拠にしながら、

考えを書かせる。

・体験したことがら（事実）や集めた資料と自分の意

見を分けて書かせる。

・相手意識や目的意識を持たせ、主張したい点が明確

な文章を書かせる。

小学校第５．６学年、中学校第１学年（基礎充実期カリキュ

ラム）

・課題に対する予想や仮説を明らかにしてから複数の

資料を収集し、それらを引用して報告書を書かせる。

・図表やグラフなどを読み取り、それらを使い、新聞

の社説をモデルにして、目的に沿った主張文を書かせる。

中学校第２．３学年（発展期カリキュラム）

・社会的課題に対して、当事者としての自分の有り様、

生き方を踏まえた、より説得力のある主張文を書かせる。

・他者の立場を想像し、その立場からどのような主張

が導き出せるかを予想し、その理由も書かせる（'6)。

３カリキュラム開発の方法

本章の２で挙げた三つの事例はいずれも、学習指導要領によら

ない教育課程の例外措置ではなく、その基準の枠内での教科教育

実践プランである。これと同様の試みは、港島小・中学校では行

われていない。しかし同校では、「国際社会に貢献できる人材の

育成｣と｢特色ある学校づくり｣のために、９年間の英語科カリキュ

ラムが整備されている（'7)。今後は、そのバージョン・アップを

図ることに加えて、英語教育の実践経験の蓄積とそれを通じて学

校・教員集団内に形成され、すでに存在するはずの力量に基づ

いて、他教科のカリキュラムの開発に着手してもよいだろう。そ

の際には、小・中学校教員が、必要に応じて双方の要望を調整す

るコーディネーターを交えながら、また対等互恵の原則に従って、

例えば子どもの学力実態をはじめとする情報・データの交換・共

有、共通する指導の重点項目の設定､授業の共同実施（ティーム・

テイーチング）とそれに向けた意見交換・協議等、コミュニケー
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ションとコラボレーションを軸とした取り組みを推進する（少な

くとも、そこから始める）ことが望ましい('8)。「
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Ｖおわりに

いわゆる義務教育答申（中教審答申「新しい時代の義務教育を

創造する｣、２００５（平成17）年１０月）以降、従来にも増して盛

んに要請されるようになった義務教育の質保証（｢義務教育の質

の保証・向上｣）について、制度的に設定された教育の諸到達日

標に準拠した結果・成果が導かれることに小・中学校が努力し、

そのことに責任を持ち、対外的に証明する（｢教育の目標を明確

にして結果を検証し質を保証する｣）ことである（これに関連し

て、履修原理､梅根'悟の語法に従えば、「義務完了の認定方式」（'9）

をどうするか、という重要な論点が示されることになるが、本稿

の直接的な課題ではないので、あえて触れないでおく）、と大づ

かみに理解するならば、小中一貫教育は、それに対する関心に基

づきながら（それを念頭に置きながら)、教育目標達成、とりわ

け児童・生徒の学業成績にかかわる信頼性の理念によって支えら

れて、構想・実践されるべきである。政策サイドからも、平成

20年版の小学校学習指導要領が中学校学習指導要領を、同じく

中学校学習指導要領が小学校学習指導要領を同一冊子内に収めて

いることから敷術すれば､小中一貫教育に対しては､｢確かな学力」

の育成に向けた方法的措置としての期待が寄せられていると考え

られる。

そして港島小・中学校が－すでに義務教育学校港島学園となっ

た現在でも変わらずに－，「『学力向上」を目指した小中一貫教育

の推進」を図ろうとするならば、同校それ自体にとっては、上述

した意味での質保証に向けて、小中一貫教育の特性を生かした授

業・カリキュラムの実践を具体化し、展開し、その効果を検証し、

必要に応じて改善することこそが、何より重要である。本稿の副

題は、このような筆者の考え（講演の意図）を反映している。

加えて、港島小・中学校／義務教育学校港島学園に対しては、

上述した意味での一連のマネジメント・サイクル、或いはそのプ

九
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ロセスについて、適切なタイミングで、ぜひとも公表・報告して

いただくことを期待したい。それがなされるならば、白校の「い

ままで」を振り返り、「これから」を展望する上での重要な礎石

となるのみならず、神戸市内の他校はもちろん、全ＩＥＩ各地で|i=il時

期に開校した義務教育学校(２０)や同様の課題に向き合っている数

多の公立小中一員校にとって、有益な参照モデルとなるに違いな

い。
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学園義務教育学校（茨城県）、市川市立塩浜学園（千葉
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宝立小中学校、大谷小中学校（石川県）、信濃町立信濃小

中学校（長野県）、守口市立さっき学園（大阪府）、すべ

て高知市立義務教育学校行111学園、義務教育学校佐山学舎

（高知県）、大町町立小中一貫校大町ひじり学園（佐賀
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